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２　女性相談支援センター　相談件数・一時保護件数等

第３次「高知県ＤＶ被害者支援計画」進捗状況の概要（平成２９年度実績）

○第３次「高知県ＤＶ被害者支援計画」においては、関係機関・団体間の連携のさらなる強化、教育と普及啓発の
　さらなる強化、一時保護所退所後のフォローアップの強化などに取り組んだ。

関係機関・団体の連携等による取組の推進

福祉保健所圏域ごとにブロック別ＤＶ関係機関連絡会議を開催し、関係者のＤＶに対する理解を深めるととも
に、地域における支援のネットワークづくりを進めた。

若年層に対する予防教育の推進

将来のＤＶ被害者・加害者を無くすため、若い世代におけるデートＤＶ等の防止に向けた教育・啓発の実施。

相談窓口の周知と相談につなげる体制整備

ＤＶ被害者を早期に発見し、通報、相談につなげるための、関係機関による連携の強化

ＤＶ被害者支援に携わる人材のスキルアップ、専門性の向上

被害者と直接接する相談員等の専門性向上のための研修を実施

ＤＶ被害者の生活再建

ＤＶ被害者の自立に向けて、生活、就労など一時保護所入所から退所後も継続した支援の実施

地域での見守り体制づくり

市町村の取組の強化を促す働きかけと、地域における見守り体制の充実

○近年、相談件数は緩やかな減少傾向にあり、29年度も同様である。
　一方、一時保護件数は、25年度に大きく減少し、その後は緩やかに増減していたが、29年度においては増加してい
る。

資料５
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３　主な取組の進捗状況
実行（D) 評価（C) 改善（A)　　　　

●アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証
H３０年度実施計画

（インプット）

（
１

）
関
係
機
関
・
団
体
の
連
携
等
に
よ
る

取
組
の
推
進

①
関
係
機
関
・
団
体
の
連
携
強
化

●ブロック別ＤＶ関係機
関連絡会議の開催

●８月下旬から９月上旬にかけて、県内5ヶ所で開
催。昨年度から引き続き、「市町村内部での連携強
化」をテーマに、ＤＶ被害者支援担当課以外の関係
課や社会福祉う協議会にも参加を呼び掛けた。参
加者は市町村の他、警察署、福祉保健所、ソーレ、
社会福祉協議会。

参加：63機関（うち市町村23、社会福祉協議会２）、
111名

●昨年度に引き続き、意見交換の時間
を多く取った。それぞれの状況や事情に
対する理解が深まり（市町村内、県市
間）、有意義な会議となった。参加者から
は、情報交換の場としても有効であり、
今後も継続して欲しいとの要望があっ
た。
●グループに分かれての意見交換とな
るため、会議の最後にグループでの話し
合いの概要を発表し、情報共有を図っ
た。
●分科会においては、事例検討というス
タイルが続いたため、今後は、地域で関
係機関が連携するために有用となる内
容を考えていく必要性がある。
●昨年度と比較して、参加者数はほぼ
横ばいであるが、参加機関数は増加。
（Ｈ28年度：参加者110名、56機関（うち市

●ブロック会議の役割と目的を整理し、
内容の見直しを検討。
 ●ＤＶ被害者を地域で見守る環境づくり
を進めるため、引き続き全ブロックで関
係機関連絡会議を開催する。

県民生活･男女共
同参画課

●中高生、大学生及び
保護者を対象とした授
業及び研修の実施

●県内の大学・高等学校で学生を対象としたデート
ＤＶに関する研修を実施。６件545名参加

●講座依頼の拡大や継続に向けての周
知・広報を図る。

●デートＤＶ防止等の研修を出前講座に
より実施 男女共同参画セン

ター「ソーレ」

●教職員を対象としたＤ
Ｖ防止をはじめとする人
権教育の研修の実施

●「女性・犯罪被害者等」の人権課題をテーマに、
「性暴力被害を受けた子どもの理解と支援」という
演題のもと、性的マイノリティーにおけるDVの現実
を含めた女性に対する人権侵害に関する研修を実
施。（人権教育セミナーⅡ期、8/3開催、受講者７５
名）
●性的マイノリティーにおけるDVの現実を具体的な
事例や性犯罪とその二次的被害の実態など、DVも
含めた女性に対する人権侵害の実態を再認識でき
た。

●児童生徒や女性の心のケアを専門的
にされている講師から、ＤＶの実態や女
性に対する人権侵害の実例を聞くことが
できた。受講者は、DVの防止に係る学
習を「女性」「犯罪被害者等」「性的マイノ
リティー」の人権課題に関連させて実践
できることを認識できたと考える。
●本研修が、学校・学級での教育実践に
生かせる内容であったのかを問うアン
ケート結果【5件法】では、【4.３】であり、
研修の内容が一定教育実践の中で生か
せる内容であったと考える。

女性・犯罪被害者等の人権課題におい
て、「女性（DV・性暴力被害者）・犯罪被
害者の人権」を演題とし、DVの内容を含
めた研修を実施する。

教育センター

●思春期相談センター
「ＰＲＩＮＫ」における若者
を対象とした広報・啓発
の実施

●広報用名刺大カードを県内の全高校、私立及び
県立、高知市立中学校に配布。
●フジグラン高知のテナントスペースに広報用名刺
大カードを継続設置。
●デートＤＶについて記載した思春期ハンドブックを
県内高校1年生に配布するとともに、性に関する専
門講師派遣事業や各学校等で実施する性教育の
授業等で活用。
●思春期相談センターＰＲＩNKあり方検討会にて、
移転後の体制や活動内容について検討。（8/29、
10/10）
〈成果〉（3月末現在）
・電話相談：1,152件
・メール相談：19件
・個別面接相談：0件
・広報用名刺カード配布
　県内高校全生徒、県立・私立・高知市中学校や関
係機関等に配布3.2万枚

●思春期ハンドブックや広報用名刺大
カードを毎年継続して配布することで周
知が図られてきている。
●性に関する専門講師派遣事業実施後
の思春期ハンドブックに関するアンケー
トでは、「デートＤＶを知らなかった」と回
答する人が多いことから、ハンドブックを
活用した啓発活動ができていると考え
る。
●思春期相談センターＰＲＩNKあり方検
討会では、思春期の子どもたちをとりまく
環境は変化しており、若者だけでなく、保
護者や学校の先生も相談できる場がな
いことや、女性の身体や妊娠に関する相
談の場が必要であるとの意見があり、こ
れらの意見をふまえた次年度以降の計
画を策定することができた。

●広報用名刺大カードの配布。
●思春期ハンドブックを活用したＤＶ予防
や相談窓口の周知。
●ＰＲＩＮＫのオープンスペースを活用し
て専門講師によるミニ学習会の開催や、
産婦人科医師による相談日の設定、予
期しない妊娠等に関する専門相談電話
を開設し、デートＤＶ等も含めた学習の
場や、若者や思春期から更年期までの
女性が気軽に相談できる場を提供してい
く。

健康対策課
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実行（D) 評価（C) 改善（A)　　　　

●アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証
H３０年度実施計画

（インプット）

・要保護児童対策地域協議会等への参加
　　　22回
・個別ケース検討会議への参加
　　　18回

・それぞれの役割を確認することで、DV
被害者のつなぎができた。

●被害者の早期発見・相談につなげる
体制整備
●引き続き、ＤＶ被害者への発見に努
め、関係機関との連携を図る。
●配偶者からの暴力の被害者の子ども
の保護に関する連携

女性相談支援セン
ター

●ここから東部ネットワーク会議、要保護児童地域
対策協議会等で連携が図れている。（安芸）
●ケース会でのDVを含む問題について積極的に発
言している。（中央東）
●市町村の職員からのDVの疑いのある事例の相
談あり相談機関の紹介をおこなった（中央西）
●通常業務を通じて市町村等関係機関との連携の
強化(須崎、幡多)

●事例に、配偶者暴力相談支援セン
ター､司法、福祉保健所が連携し､タイム
リーに対応できている。（安芸）
●対応主体の取り組みへの参考意見と
してもらっている。（中央東）
●各機関の役割を理解している事で適
切な機関への照会ができた(中央西）
●対応事例がなかった。（須崎）

●各ケース会に積極的に参加していく。
（中央東）
●各機関がそれぞれの相談窓口の役割
を理解しDVの相談事例に対して連携し
ながら対応を行って行く（中央西）
●通常業務を通じ市町村等関係機関と
の連携を図る（安芸、須崎）
●通常業務を通じて市町村等関係機関
との連携の強化(幡多)

健康長寿政策課
（福祉保健所）

●相談対応についてDVと確定できるかどうか分か
りにくい事例もあるが、関係機関と連携を取り共に
対応を協議した。必要に応じて院内スタッフとも情
報共有を実施。DVと確定できなくても家族内で悩み
がある場合に、早期に医療相談室へ介入依頼をし
てもらえるよう院内で呼びかけ、またカンファレンス
等で情報収集も行った。
●DV被害者が入院した際の対応、転院する場合の
情報伝達等を多部署で協議しながら進めることが
出来た。

●DVの背景に認知症や様々な疾患が
影響している場合もあり、適切な対応の
検討が必要。
●院内外へ相談窓口の周知継続が必要
である。

●事例に合わせた関係機関との対応協
議を早期に実施する。必要時にカンファ
レンスや院内の虐待防止委員会にて
ケース会議を行う。
●相談窓口としての医療相談室機能の
情報提供を院内外へ行う。 県立病院課

●相談員スキルアップ研修の実施(3回)した。
①ジェンダーの視点をもった相談～DV被害からジェ
ンダーを考える～
②ＬＧＢＴ・性的少数者の理解と支援
③災害時に相談員として何ができるのか

●25団体・個人から47名（延べ77名）の参加があ
り、意識の向上や情報提供・交換、交流が図られ
た。

●窓口職員等の意識向上や情報の提
供・交換、各方面の相談機関の連携強
化のために研修や交流を継続していくと
ともに、研修内容のニーズ把握や充実を
図る。

●相談員対象のスキルアップ研修の実
施（3回）

男女共同参画セン
ター「ソーレ」

●基礎研修後期（H29.10月）・専門職研修（H29.8）・
中堅研修後期（H29.12月）で、市町村児童家庭相談
担当部署の職員に対し、DVの児童に与える影響や
支援課題とその対応の留意点等についての研修を
実施。

●DVの児童に与える影響についての理
解が進みつつある。

●市町村職員へのDVの児童に与える影
響についての研修実施

児童家庭課
（児童相談所）

●人身安全関連事案対策専科を開催し、DV担当
者に専門的な教養を実施。
●人身安全対処ニュース等、教養資料を発出し、
各署の警察官に教養を実施。

●DV担当者が専門的な知識を身につけ
ることができた。
●DV担当者が各種業務を把握すること
により、より迅速な組織的対応を執ること
が可能となった。

●専科教養に被害者と接する警察官を
入校させる。
●窓口となる警察官に対し各種教養を
実施する。

警察本部
（少年女性安全対
策課）

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容 担当課室
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●医療・福祉・教育・司
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●直接被害者と接する
県、警察及び市町村窓
口職員等に対する研修

の実施
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実行（D) 評価（C) 改善（A)　　　　

●アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
●アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

実施後の分析、検証
H３０年度実施計画

（インプット）

●日常生活支援のため
の配偶者暴力支援セン
ターの自立支援担当職
員による継続的支援の
実施

●生活サポーターの支援
　　支援実人数30人　延べ 299回

●収入が少なく経済的自立が困難 ●生活サポーターによる入所中、退所後
の自立に向けての支援の実施

女性相談支援セン
ター

●自立支援施設の積極
的な活用

●女性相談支援センター、女性しごと応援室の双
方の業務内容を理解し、連携を強化するために情
報交換会を実施。
●ハローワーク、ひとり親家庭等就業・自立支援セ
ンター等関係機関との連携も図りながら就労支援を
実施。

●女性しごと応援室はＤＶ被害者に限ら
ない就職支援窓口であり、多数の相談を
受けているわけではないが、来室したDV
被害者に対しての相談対応や必要に応
じた関係機関への連携等を実施できて
いる。

●女性しごと応援室を通じた就労支援

県民生活・男女共
同参画課

●市町村基本計画の策
定と取組の推進

●10市町村を訪問し、市町村計画の策定を働きか
けた。

●市町村の個別訪問を強化し、計画の
必要性等を説明し、計画策定を支援する
ことが必要である。

●市町村計画策定の手引きを活用しな
がら、計画を策定、改定する市町村を支
援する。

県民生活･男女共
同参画課

●あったかふれあいセンター職員に必要な基本的
知識の習得やOJT体制づくりを目的とした階層別研
修や、あったかふれあいセンターの活動充実のた
めに必要な知識や技術を身につけるための研修を
開催。

●あったかふれあいセンターの実情を踏
まえた研修が実施できた。DV被害等、地
域で支援が必要な人を早期発見できる
人材を育成するため、引き続き、あった
かふれあいセンター職員の人材育成研
修を継続していく。

●あったかふれあいセンター職員研修
の継続
（再掲）

地域福祉政策課

●高齢者虐待防止研修会の実施
・市町村向け：Ｈ29.8月50名

●高齢者の虐待防止に向け、課題への
取り組みに関する知識や理解を深めるこ
とができた。

●継続して権利擁護研修会を実施する。

高齢者福祉課

基
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の
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取組の内容 担当課室
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Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
自
立
に
向

け
た
支
援

（
１

）
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
生
活
再
建

①
一
時
保
護
所
入
所
時
か
ら
の
継

続
し
た
自
立
支
援

５
　
地
域
に
お
け
る
取
り
組
み
の
推
進

（
１

）
地
域
で
の
見
守
り
体
制
づ
く
り

①
市
町
村
の
取
組
強
化

●あったかふれあいセ
ンター等との連携【４
（２）③再掲】
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